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（小特集①）
栃木県那須野ヶ原地域における農業用水の配分と利用に関する

計画と実態の比較

溜池菜々子・齋藤　涼裕・大澤　和敏・松井　宏之 
會澤　俊彦・加邉　敏純・長馬　　禎・柿沼　愛海

　栃木県那須野ヶ原地域における，将来の気候変動や作付体系
の変化にも柔軟に対応可能な農業用水の利用計画を検討するこ
とを目指し，用水の配分や利用の実態を定量化し，国営事業計
画時と比較した。支線用水路において流量観測を行った結果，
特定の分水工で超過取水が確認された。また，その分水工掛り
の受益水田で現地調査を行った結果，下流部では麦等と水稲（食
用米および新規需要米）の二毛作が 6 月中旬ごろから行われて
いることが分かった。さらに，粗用水量を算出した結果，4 月
から 5 月の実態ベースの粗用水量は計画ベースの粗用水量や
実際の取水量より少ないこと，7 月以降の実態ベースの粗用水
量は実際の取水量より多いことが分かった。

（水土の知 93-7，pp.3～6，2025）
水田灌漑，用水管理，流量観測，用水量計算，二毛作，
新規需要米，那須野ヶ原

（小特集②）
栃木南部地区における排水施設の更新と環境配慮の取組み

水谷　勝広・奥間　靖四・宝多　南日・青砥　　杏

　本報では，新規の国営農業水利事業に至る排水機能強化の歴
史や流域治水（田んぼダム）をはじめとする地域の取組みのほ
か，国営事業による環境配慮の取組み，豊かな自然環境を活か
した渡良瀬遊水地における保全と再生や，本地区農家による「ふ
ゆみずたんぼ米」の栽培などについて紹介する。

（水土の知 93-7，pp.7～10，2025）
国営事業，流域治水，田んぼダム，環境配慮，ふゆみず
たんぼ米

（小特集③）
茨城県における水田畑地化の取組み

大塚　秀樹・中村　周平

　茨城県では，生産基盤の強化による農業の成長産業化の目標
を実現するために，水田畑地化に特化した県独自の補助事業を
創設し，水田畑地化を推進している。中山間地域の特産農産物
の生産振興により地域の活性化を図るとともに，条件不利地域
における意欲のある農業者を育成するための「中山間地域農業
基盤整備促進事業」と，水稲中心の営農体系から野菜等の高収
益作物を導入した営農体系への転換を推進し，農家の収益性を
向上させ，競争力のある農業経営を実現させることを目的とし
た「水田畑地化推進事業」の 2 事業における実施状況および事
業の効果などについて報告する。

（水土の知 93-7，pp.11～12，2025）
農業農村整備事業，水田畑地化，中山間地域，茨城県，
リンゴ，ネギ，レタス

（小特集④）
農地整備を契機とした園芸団地の創設

水井　英樹・蓮實　祥子

　栃木県において，農業農村整備事業によって創設された園芸
団地の取組事例について紹介する。宇都宮市海道地区では，事
業実施前には栽培していなかったイチゴを地域農業再生に向け
た最優先品種として定め，地区内に 2 カ所，計 8.0 ha のいち
ご団地を創設した。一方，芳賀町稲毛田地区は，本県で初めて
の農地中間管理機構関連農地整備事業に取り組み，地域の特産
品であるナシを中心とした地域の活性化を目標に，計 7.5 ha
の梨団地を創設した。両地区は地区外からも広く担い手を募り，
担い手の確保・育成に積極的に取り組んでいる地域であり，今
後のさらなる発展が期待される。

（水土の知 93-7，pp.13～14，2025）
農地整備事業，園芸団地，イチゴ，ナシ，地域農業

（小特集⑤）
群馬県の農業農村整備の現在と今後に向けた取組み

稲木　一秀

　群馬県農政部が掲げる「群馬県農業農村振興計画 2021 ―
2025」の部門計画として，「群馬県農業農村整備計画 2020」（一
部改正：2021 年）を策定している。「豊かで成長し続ける安全
安心な農業・農村づくり」の実現に向け，5 つの柱により実施
している各種施策や今後の取組みについて紹介する。

（水土の知 93-7，pp.15～18，2025）
群馬県，農地整備，農業水利施設，防災，減災

（小特集⑥）
埼玉県における ICTを活用した農業農村整備の取組み

櫻河　隆之

　近年課題となっている，職員や施工業者等の技術経験の不足
に対応するため，埼玉県が行っている ICT を活用した農業農
村整備の取組みについて，「ほ場整備事業における地元への説
明資料等の作成のため UAV を活用した 3 次元写真測量を行っ
た事例」，「セミオートブルドーザにより整地工事を行った事
例」，「ため池整備工事において 3 次元設計データおよび GPS
受信機を設置した施工機械により落水せずに施工した事例」，

「頭首工耐震工事において 3 次元深浅測量や 3D レーザース
キャナーによる測量により施工計画に活用した事例」の 4 件を
紹介する。

（水土の知 93-7，pp.19～20，2025）
農業農村整備，ICT 施工，ドローン，UAV，圃場整備，
防災事業



（小特集⑦）
ほ場整備事業において情報化施工を用いた
国営「茨城中部地区」での取組みと今後の展望

若杉　晃介・松本　宜大

　国営緊急農地再編整備事業茨城中部地区では，ICT 導入実
証事業を活用して情報化施工技術の実証を行っており，整地工
および暗渠排水工において試験的に導入された簡易的な ICT
建機を用いて，3 次元出来形管理を行った。施工は既存の建設
機械に GNSS アンテナを設置して専用のアプリを操作するこ
とで施工時の 3 次元位置情報が得られる装置を用い，整備作業
を行った。その結果，整地工および暗渠排水工のそれぞれにお
いて管理基準値を満たした測量結果が得られ，従来の出来形測
量や帳票作成作業に比べて省力効果も確認された。また，今後
のほ場整備事業における情報化施工の普及に向けて，事業で得
られたデータの利活用についての展望をまとめた。

（水土の知 93-7，pp.21～24，2025）
ほ場整備事業，情報化施工，整地工，暗渠排水工，3 次
元データ

（小特集⑧）
「地域とともに生きる」群馬用水施設改築事業の概要

渡邉　　智・小畑　明弘・竹内　洸太

　群馬用水は，利根川上流の矢木沢ダム，奈良俣ダム等を水源
とし，農業用水および水道用水を供給している水路等の施設で
あり，昭和 44 年度の全面通水の開始以来，地域の農業はもと
より生活や産業を支える施設として重要な役割を果たしてき
た。一方，通水開始から 50 年以上が経過し，トンネルや暗渠，
機械設備の経年劣化，耐用年数を超過した電気通信設備の故障
発生頻度の増加など，将来にわたって用水の安定供給を維持し
ていくことが困難な状況となっていたことから，令和 6 年度に
着工した群馬用水施設改築事業により施設機能の回復を図るこ
ととしている。本報では，群馬用水の歴史的経緯と群馬用水施
設改築事業の概要を紹介する。

（水土の知 93-7，pp.25～26，2025）
農業用水，水道用水，予備取水口，流況安定施設，耐震
補強，水路の二連化，改築事業

（技術リポート：北海道支部）
農業高校の生徒による未利用資源を活用した農業経営の評価

三品　　歩

　北海道内有数の豪雪・稲作地帯である岩見沢市において，岩
見沢農業高等学校の教育の一環として，「雪」，「もみ殻」など
再生可能エネルギーの農業経営導入ポテンシャルを検討した。
雪山の断熱材にもみ殻を使用して冷熱装置を改良した結果，ハ
ウスの冷風効果を安価で向上できた。この融雪水を含んだもみ
殻に油分（米ぬか）を添加した試作ペレットの燃焼試験をした
結果，有効な燃焼効果（温度差）を生み出せた。また，もみ殻
ペレット燃焼灰に含まれるケイ酸成分を水稲肥料に利用した結
果，稲作生育促進効果が確認できた。このように，もみ殻を雪
山の断熱材，暖房燃料および水稲肥料へと循環利用することで
再生可能エネルギーを有効活用した持続的な農業経営が期待で
きる。

（水土の知 93-7，pp.28～29，2025）
農業高校，プロジェクト学習，再生可能エネルギー，雪，
もみ殻，循環型農業

（技術リポート：東北支部）
青森県津刈地区河川応急対策事業でのダム撤去と河川復旧

秋田谷一太郎・田中　貴大

　津刈ダムの撤去は，全国的にも事例が少ない本格的なダム撤
去事業である。そのため，効率的かつ自然環境に配慮した整備
が行われるよう，学識経験者や関係機関を構成員とする「津刈
ダム技術検討委員会」を設置した。主に，ダム撤去工法やダム
跡地についての検討を踏まえ，ダム撤去計画や河川護岸の構造
等の整備方針を策定したほか，環境配慮型ブロックを河川護岸
に採用した。また，津刈ダムの旧堤体付近では，絶滅危惧種に
認定されているヒメシロチョウやその幼虫の餌となるツルフジ
バカマの植生が確認されているため，工事受注業者に下草刈り
について協力してもらい，貴重な自然環境を保護している。

（水土の知 93-7，pp.30～31，2025）
ダム撤去，魚道，環境保護，河川復旧，モニタリング，
青森県津刈ダム

（技術リポート：関東支部）
非農用地創設による高台移転用地の確保（重須地区の事例）

鈴木　大貴

　重須地区は静岡県の西伊豆海岸に位置し，近年は高品質な「寿
太郎みかん」ブランドの産地として農家の生産意欲も高い。し
かし，海岸線沿いの急峻な山間地に樹園地があり，農業生産条
件は非常に悪い状態にある。このため，労力の節減や営農条件
の向上を図り，今後の農業経営の安定・発展を目指すため，農
道整備，畑地灌漑用水施設整備および区画整理を推進してきた。
また，この事業により創設した非農用地を活用して高台移転用
地の確保を併せて行った。本報では，県・市等の関係機関と地
元自治会・移転希望者・農業者が連携した高台移転用地確保へ
の各種調整と，農業生産基盤整備を両立した農村整備の取組み
と経過を報告する。

（水土の知 93-7，pp.32～33，2025）
集団移転，社会計画，集落計画，農地造成，建設残土

（技術リポート：京都支部）
広域農道「岩湧地区」における地すべり対策工

見學登志一・吉田　　剛・尾本　　啓

　本報では，広域農道整備事業「岩湧地区」における地すべり
への対応について紹介する。本農道の概成区間において，舗装
面の隆起や道路側溝の圧壊などの事象が確認された。この事象
に対応するため実施した現地調査の内容（調査ボーリング，移
動変状調査，地下水位調査（水圧式水位計），移動変形調査（伸
縮計），移動抗観測（光波観測）），調査・観測結果により明ら
かになった地すべり事象への対策工法に関する検討，概略設計
の内容について報告する。

（水土の知 93-7，pp.34～35，2025）
地すべり，広域農道，移動変状調査，移動変形調査，グ
ラウンドアンカー工，横ボーリング工



（技術リポート：中国四国支部）
山岳トンネル工事におけるプロジェクションマッピングの活用

橘 　伸一・神原誠司・小野高伸

　近年，建設業における多くの企業では，熟練者の離職による
人手不足や技術の継承が課題であり，将来を担う若者の人材確
保や生産性向上技術の開発に取り組んでいる。本報では，山岳
トンネル工事において人の手が多くかかる当り取りやインバー
ト掘削に「プロジェクションマッピングシステム」を現場適用
し，省力化を図るとともに総合的な生産性と安全性の向上を
図った事例について，概要と効果を紹介する。

（水土の知 93-7，pp.36～37，2025）
山岳トンネル，生産性向上，安全性向上，プロジェクショ
ンマッピング，LiDAR 計測

（技術リポート：九州沖縄支部）
大分県における田んぼダムの洪水緩和機能の効果検証

谷　　鈴奈・井上　伸也・谷口　智之・宮﨑　旺也

　大分県では，近年だけでも集中豪雨や台風により甚大な被害
を受けており , これらの浸水被害を軽減するため「田んぼダム」
の導入を推進している。令和 3 年度から 5 年度にかけて県内
16 地区で効果検証を行った結果，すべての調査地区で田んぼ
ダムの雨水貯留効果が確認された。このため，大分県では令和
5 年度以降の圃場整備等の排水桝の新規設置に当たっては，田
んぼダム専用排水桝（機能分離型）を標準仕様として定めた。
また，過去に浸水被害が発生した流域を対象に実施したシミュ
レーションでは，田んぼダム導入による地域の浸水被害軽減効
果が推定された。今後も農業関係者や地域住民の理解を深め，
田んぼダムの推進を図っていきたい。

（水土の知 93-7，pp.38～39，2025）
田んぼダム，機能分離型，機能一体型，雨水貯留効果，
浸水被害軽減効果，多面的機能支払交付金
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